
結核に関する特定感染症予防指針 

第一次の本指針は、結核予防法（昭和二十六年法律第九十六号）に基づき、平成十六年に策定
された。結核予防法が平成十九年に感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（平成十年法律第百十四号。以下「法」という。）に統合され、平成二十三年に本指針が改正さ
れて以来、五年余りが経過した。 

我が国における結核患者数は減少傾向にあり、人口十万人対罹患率（以下「罹患率」という。）
は、平成二十七年には十四．四となり、世界保健機関の定義する罹患率十以下の低まん延国とな
ることも視野に入ってきた。特に小児結核対策においては、ＢＣＧ接種の実施が著しい効果をも
たらしている。しかしながら、平成二十七年の結核患者数は約一万八千人となっており、依然と
して結核が我が国における最大の慢性感染症であることに変わりはない。 

また、り患の中心は高齢者であること、結核患者が都市部で多く生じていること、結核発症の
危険性が高いとされる幾つかの特定の集団（以下「ハイリスクグループ」という。）が存在する
こと等が明らかとなっている。 

こうした状況を踏まえ、結核の予防及びまん延の防止、健康診断及び患者に対する良質かつ適
切な医療の提供、結核に関する研究の推進、人材の育成並びに知識の普及啓発を総合的に推進し、
国と地方公共団体及び地方公共団体相互の連携を図り、結核対策の再構築を図る必要がある。ま
た、平成二十六年に世界保健機関は結核終息戦略を発表し、低まん延国はもとより、日本を含め
た低まん延国に近づく国に対しても、根絶を目指した対策を進めるよう求めている。 

本指針はこのような認識の下に、予防のための総合的な施策を推進する必要がある結核につい
て、国、地方公共団体、関係団体等が連携して取り組むべき課題に対し、取組の方向性を示すこ
とを目的とする。低まん延国化に向けては、従前行ってきた総合的な取組を徹底していくことが
極めて重要であり、その取組の中で、病原体サーベイランス体制の構築、患者中心の直接服薬確
認療法（以下「ＤＯＴＳ」という。）の推進及び無症状病原体保有者のうち治療を要する者（以
下「潜在性結核感染症の者」という。）に対する確実な治療等の取組を更に進めていく必要があ
る。 

本指針に示す取組を具体化するため、国及び地方公共団体は相互に連携して取り組むとともに、
必要な財源を確保するよう努めるものとする。 

本指針については、本指針において掲げられた施策及びその目標値の達成状況、結核発生動向
等状況の定期的な検証及び評価等を踏まえ、少なくとも五年ごとに再検討を加え、必要があると
認めるときは、これを変更するものとする。 

第一 原因の究明 
一 基本的考え方 

国並びに都道府県、保健所を設置する市及び特別区（以下「都道府県等」という。）にお
いては、結核に関する情報の収集及び分析並びに公表を進めるとともに、海外の結核発生情
報の収集については、関係機関との連携の下に進めていくことが重要である。 

二 結核発生動向調査の体制等の充実強化 
結核の発生状況は、法に基づく届出や入退院報告、医療費公費負担申請等の結核登録者情

報を基にした発生動向調査（以下「患者発生サーベイランス」という。）等により把握され
ている。とりわけ患者発生サーベイランスは、結核のまん延状況の情報のほか、発見方法、
発見の遅れ、診断の質、治療の内容や成功率、入院期間等の結核対策の評価に関する重要な
情報を含むものであるため、都道府県等は、地方結核・感染症サーベイランス委員会の定期
的な開催や患者発生サーベイランスのデータ処理に従事する職員の研修等を通じて、情報の
確実な把握及び処理その他精度の向上に更に努める必要がある。 

また、国及び都道府県等は、薬剤感受性検査及び分子疫学的手法からなる病原体サーベイ
ランスの構築に努める必要がある。都道府県等は、結核菌が分離された全ての結核患者につ
いて、その検体又は病原体を確保し、結核菌を収集するよう努め、その検査結果を法第十五
条の規定に基づく積極的疫学調査に活用するほか、発生動向の把握及び分析並びに対策の評
価に用いるよう努めるものとする。 

国は、分子疫学的手法の研究を進めるとともに、その研究成果を踏まえつつ、検査及び疫
学調査の手法の平準化並びに検査結果の集約及び結核菌の収集のあり方について検討を進
めるものとする。国が行う結核菌の収集については、特に重要な多剤耐性結核患者の結核菌
を収集するための体制整備を当面の目標とする。 

なお、患者発生サーベイランス及び病原体サーベイランスを実施するに当たっては、個人
情報の取扱いに十分な配慮が必要である。 

参考資料4

- 86  -

91
92

最終改正　平成28年11月25日 

92



第二 発生の予防及びまん延の防止 
一 基本的考え方 
１ 結核予防対策においては、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（平
成十一年厚生省告示第百十五号。以下「基本指針」という。）第一の一に定める事前対応
型行政の体制の下、国及び地方公共団体が具体的な結核対策を企画、立案、実施及び評価
していくことが重要である。 

２ 結核の発生の予防、早期発見及びまん延の防止の観点から、咳(せき)、喀痰(かくたん)、
微熱等の有症状時の早期受診を国民に対して勧奨すること及び結核以外の疾患で受診し
ている高齢者やハイリスクグループの患者については、結核に感染している可能性がある
ことについて、医療従事者に対して周知することが重要である。 

二 法第五十三条の二の規定に基づく定期の健康診断 
１ 結核を取り巻く状況の変化により、現在、定期の健康診断によって結核患者が発見され
る割合は大幅に低下しており、定期の健康診断については、特定の集団に限定して効率的
に実施することが重要である。このため、高齢者、ハイリスクグループ、発症すると二次
感染を生じやすい職業（デインジャーグループ）等の定期の健康診断の実施が有効かつ合
理的であると認められる者については、その受診率の向上を図ることとする。 

２ 高齢者については、結核発症のハイリスク因子を念頭に置いて胸部エックス線の比較読
影を行う等により健康診断を効果的に実施できるよう、必要に応じて、主治医等に健康診
断を委託する等の工夫が重要である。また、法第五十三条の二第一項及び第三項の規定に
基づく結核に係る定期の健康診断において、六十五歳以上の患者発見率、既感染率及び罹
患率は近年低下傾向にあることを踏まえ、国は、必要に応じて定期の健康診断のあり方を
検討するものとする。 

３ 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が義務付けられている施設のみならず、
学習塾等の集団感染を防止する要請の高い事業所の従事者に対しても、有症状時の早期受
診の勧奨及び必要に応じた定期の健康診断の実施等の施設内感染対策を講ずるよう地方
公共団体が周知等を行うこととする。また、精神科病院を始めとする病院、老人保健施設
等（以下「病院等」という。）の医学的管理下にある施設に収容されている者に対しても、
施設の管理者は必要に応じた健康診断を実施することが適当である。 

４ 基本指針に則して都道府県が策定する予防計画の中に、市町村の意見を踏まえ、罹患率
等の地域の実情に応じ、定期の健康診断の対象者について定めることが重要である。 

５ 市町村は、医療を受けていないじん肺患者等に対しては、結核発症のリスクに関する普
及啓発とともに、健康診断の受診や有症状時の早期受診の勧奨に努めるべきである。 

６ 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実情に即して当該地域において結核の発
症率が高い住民層（例えば、住所不定者、職場での健康管理が十分とはいえない労働者、
結核がまん延している国若しくは地域の出身者又はその国若しくは地域に居住したこと
がある者（以下「高まん延国出身者等」という。）等が想定される。）に対する定期の健康
診断その他の結核対策を総合的に講ずる必要がある。結核に係る健康診断の目的は結核患
者を発見することであり、実施状況を踏まえ、結核患者が発見されない等の場合は、対象
者の設定の適否、受診勧奨の方法等を地域ごとに十分に検証することが重要である。 

７ 高まん延国出身者等の結核患者の発生が多い地域においては、保健所等の窓口に我が国
の結核対策をその国の言語で説明したパンフレットを備えておく等の取組を行うことが
重要である。また、地域における高まん延国出身者等の結核の発生動向に照らし、市町村
が特に必要と認める場合には、高まん延国出身者等に対する定期の健康診断を実施する等、
特別の配慮が必要である。その際、人権の保護には十分に配慮すべきである。 

三 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断 
１ 結核患者の発生に際しては、都道府県知事、保健所を設置する市の長及び特別区の長（以

下「都道府県知事等」という。）は、法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく健康診
断の対象者を適切に選定し、必要かつ合理的な範囲で積極的かつ的確に実施することが望
ましい。 

２ 都道府県知事等が法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく結核に係る健康診 
断を行う場合にあっては、健康診断を実施することとなる保健所等の機関において、法第十
五条第一項の規定に基づく積極的疫学調査として、関係者の理解と協力を得つつ、関係機
関と密接な連携を図ることにより、感染源及び感染経路の究明を迅速に進めていくことが
重要である。この際、特に集団感染につながる可能性のある初発患者の発生に際しては、
綿密で積極的な対応が必要である。また、感染の場が複数の都道府県等にわたる場合は、
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関係する都道府県等間又は保健所間の密接な連携の下、健康診断の対象者を適切に選定す
る必要がある。 

３ 都道府県知事等は、集団感染が判明した場合には、国への報告とともに、法第十六条の
規定に基づき、住民及び医療従事者に対する注意喚起を目的として、まん延を防止するた
めに必要な範囲で積極的に情報を公表するものとする。その際には、個人情報の取扱いに
十分配慮をしつつ、個々の事例ごとに具体的な公表範囲を検討すべきである。また、結核
患者等への誤解や偏見の防止のため、結核に関する正確な情報についても併せて提供する
ことが必要である。 

４ 法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく健康診断に当たっては、必要かつ合理的な
範囲において対象を広げるほか、結核菌特異的インターフェロン-γ産生能検査（ＩＧＲ
Ａ）及び分子疫学的手法を積極的に活用することが重要である。特に、分子疫学的手法が
対象者の正確な捕捉に資すること及びその広域的な実施により集団感染を早期に把握で
きることから、分子疫学的手法の活用を積極的に図ることとする。 

四 ＢＣＧ接種 
１ 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受性対策からなる感染症予防対策の中で、

主として感受性対策を受け持つ重要なものである。我が国の乳児期における高いＢＣＧ接
種率は、小児結核の減少に大きく寄与していると考えられるため、結核対策においても、
ＢＣＧ接種に関する正しい知識の普及を進め、接種の意義について国民の理解を得るとと
もに、予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）に基づき、市町村においては、引き続
き、適切に実施することが重要である。 

２ 市町村は、定期のＢＣＧ接種を行うに当たっては、地域の医師会や近隣の市町村等と十
分な連携の下、乳児健康診断との同時実施、個別接種の推進、近隣の市町村の住民への接
種の場所の提供その他対象者が接種を円滑に受けられるような環境の確保を地域の実情に
即して行い、もってＢＣＧの接種対象年齢における接種率の目標値を九十五パーセント以
上とする。 

３ ＢＣＧを接種して数日後、被接種者が結核に感染している場合には、一過性の局所反応
であるコッホ現象を来すことがある。コッホ現象が出現した際には、市町村にその旨を報
告するように市町村等が周知するとともに、市町村から保健所に必要な情報提供をするこ
とが望ましい。また、医療機関の受診を勧奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けら
れるようにすることが適当である。被接種者が適切な対応を受けられるよう、コッホ現象
が発現した際の適切な対応方法を医療従事者に周知するとともに、住民に対してもコッホ
現象に関する正確な情報を提供する必要がある。 

４ 国においては、予防接種に用いるＢＣＧについて、円滑な供給が確保されるよう努める
ことが重要である。 

第三 医療の提供 
一 基本的考え方 
１ 結核患者に対して、早期に適切な医療を提供し、疾患を治癒させ、周囲への結核のまん
延を防止する。また、罹患率が順調に低下している中で、低まん延国化に向けて、潜在性
結核感染症の者に対して確実に治療を行っていくことが、将来の結核患者を減らすために
重要である。 

２ 結核患者の多くは高齢者であり、高齢者は身体合併症及び精神疾患を有する者が多いこ
とから、結核に係る治療に加えて合併症に係る治療も含めた複合的な治療を必要とする場
合があるため、治療形態が多様化している。また、結核患者数の減少により、結核病床の
病床利用率が低下し、結核病棟の維持が困難となり、医療アクセスの悪化している地域が
ある。そのため、患者を中心とした医療提供に向けて、病床単位で必要な結核病床を確保
すること、結核病床及びその他の病床を一つの看護単位として治療を行うこと等により医
療提供体制の確保に努める必要がある。 

３ 医療提供体制の確保に当たっては、都道府県域では、標準治療のほか、多剤耐性結核や
管理が複雑な結核の治療を担う中核的な病院を確保すること、地域ごとに合併症治療を主
に担う基幹病院を実情に応じて確保すること並びにそれらの中核的な病院及び基幹病院
並びに結核病床を有する一般の医療機関が連携し、結核患者が身近な地域において個別の
病態に応じた治療を受けられる地域医療連携体制を整備することが重要である。また、中
核的な病院での対応が困難な結核患者を受け入れ、地域医療連携体制を支援する高度専門
施設を国内に確保することが重要である。国は、低まん延国化を達成した後の結核の医療
提供体制のあり方について、検討するものとする。 

４ 重篤な合併症患者等については、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関など、中
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第二 発生の予防及びまん延の防止 
一 基本的考え方 
１ 結核予防対策においては、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（平
成十一年厚生省告示第百十五号。以下「基本指針」という。）第一の一に定める事前対応
型行政の体制の下、国及び地方公共団体が具体的な結核対策を企画、立案、実施及び評価
していくことが重要である。 

２ 結核の発生の予防、早期発見及びまん延の防止の観点から、咳(せき)、喀痰(かくたん)、
微熱等の有症状時の早期受診を国民に対して勧奨すること及び結核以外の疾患で受診し
ている高齢者やハイリスクグループの患者については、結核に感染している可能性がある
ことについて、医療従事者に対して周知することが重要である。 

二 法第五十三条の二の規定に基づく定期の健康診断 
１ 結核を取り巻く状況の変化により、現在、定期の健康診断によって結核患者が発見され
る割合は大幅に低下しており、定期の健康診断については、特定の集団に限定して効率的
に実施することが重要である。このため、高齢者、ハイリスクグループ、発症すると二次
感染を生じやすい職業（デインジャーグループ）等の定期の健康診断の実施が有効かつ合
理的であると認められる者については、その受診率の向上を図ることとする。 

２ 高齢者については、結核発症のハイリスク因子を念頭に置いて胸部エックス線の比較読
影を行う等により健康診断を効果的に実施できるよう、必要に応じて、主治医等に健康診
断を委託する等の工夫が重要である。また、法第五十三条の二第一項及び第三項の規定に
基づく結核に係る定期の健康診断において、六十五歳以上の患者発見率、既感染率及び罹
患率は近年低下傾向にあることを踏まえ、国は、必要に応じて定期の健康診断のあり方を
検討するものとする。 

３ 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断が義務付けられている施設のみならず、
学習塾等の集団感染を防止する要請の高い事業所の従事者に対しても、有症状時の早期受
診の勧奨及び必要に応じた定期の健康診断の実施等の施設内感染対策を講ずるよう地方
公共団体が周知等を行うこととする。また、精神科病院を始めとする病院、老人保健施設
等（以下「病院等」という。）の医学的管理下にある施設に収容されている者に対しても、
施設の管理者は必要に応じた健康診断を実施することが適当である。 

４ 基本指針に則して都道府県が策定する予防計画の中に、市町村の意見を踏まえ、罹患率
等の地域の実情に応じ、定期の健康診断の対象者について定めることが重要である。 

５ 市町村は、医療を受けていないじん肺患者等に対しては、結核発症のリスクに関する普
及啓発とともに、健康診断の受診や有症状時の早期受診の勧奨に努めるべきである。 

６ 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実情に即して当該地域において結核の発
症率が高い住民層（例えば、住所不定者、職場での健康管理が十分とはいえない労働者、
結核がまん延している国若しくは地域の出身者又はその国若しくは地域に居住したこと
がある者（以下「高まん延国出身者等」という。）等が想定される。）に対する定期の健康
診断その他の結核対策を総合的に講ずる必要がある。結核に係る健康診断の目的は結核患
者を発見することであり、実施状況を踏まえ、結核患者が発見されない等の場合は、対象
者の設定の適否、受診勧奨の方法等を地域ごとに十分に検証することが重要である。 

７ 高まん延国出身者等の結核患者の発生が多い地域においては、保健所等の窓口に我が国
の結核対策をその国の言語で説明したパンフレットを備えておく等の取組を行うことが
重要である。また、地域における高まん延国出身者等の結核の発生動向に照らし、市町村
が特に必要と認める場合には、高まん延国出身者等に対する定期の健康診断を実施する等、
特別の配慮が必要である。その際、人権の保護には十分に配慮すべきである。 

三 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断 
１ 結核患者の発生に際しては、都道府県知事、保健所を設置する市の長及び特別区の長（以

下「都道府県知事等」という。）は、法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく健康診
断の対象者を適切に選定し、必要かつ合理的な範囲で積極的かつ的確に実施することが望
ましい。 

２ 都道府県知事等が法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく結核に係る健康診 
断を行う場合にあっては、健康診断を実施することとなる保健所等の機関において、法第十
五条第一項の規定に基づく積極的疫学調査として、関係者の理解と協力を得つつ、関係機
関と密接な連携を図ることにより、感染源及び感染経路の究明を迅速に進めていくことが
重要である。この際、特に集団感染につながる可能性のある初発患者の発生に際しては、
綿密で積極的な対応が必要である。また、感染の場が複数の都道府県等にわたる場合は、
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関係する都道府県等間又は保健所間の密接な連携の下、健康診断の対象者を適切に選定す
る必要がある。 

３ 都道府県知事等は、集団感染が判明した場合には、国への報告とともに、法第十六条の
規定に基づき、住民及び医療従事者に対する注意喚起を目的として、まん延を防止するた
めに必要な範囲で積極的に情報を公表するものとする。その際には、個人情報の取扱いに
十分配慮をしつつ、個々の事例ごとに具体的な公表範囲を検討すべきである。また、結核
患者等への誤解や偏見の防止のため、結核に関する正確な情報についても併せて提供する
ことが必要である。 

４ 法第十七条第一項及び第二項の規定に基づく健康診断に当たっては、必要かつ合理的な
範囲において対象を広げるほか、結核菌特異的インターフェロン-γ産生能検査（ＩＧＲ
Ａ）及び分子疫学的手法を積極的に活用することが重要である。特に、分子疫学的手法が
対象者の正確な捕捉に資すること及びその広域的な実施により集団感染を早期に把握で
きることから、分子疫学的手法の活用を積極的に図ることとする。 

四 ＢＣＧ接種 
１ 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受性対策からなる感染症予防対策の中で、

主として感受性対策を受け持つ重要なものである。我が国の乳児期における高いＢＣＧ接
種率は、小児結核の減少に大きく寄与していると考えられるため、結核対策においても、
ＢＣＧ接種に関する正しい知識の普及を進め、接種の意義について国民の理解を得るとと
もに、予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）に基づき、市町村においては、引き続
き、適切に実施することが重要である。 

２ 市町村は、定期のＢＣＧ接種を行うに当たっては、地域の医師会や近隣の市町村等と十
分な連携の下、乳児健康診断との同時実施、個別接種の推進、近隣の市町村の住民への接
種の場所の提供その他対象者が接種を円滑に受けられるような環境の確保を地域の実情に
即して行い、もってＢＣＧの接種対象年齢における接種率の目標値を九十五パーセント以
上とする。 

３ ＢＣＧを接種して数日後、被接種者が結核に感染している場合には、一過性の局所反応
であるコッホ現象を来すことがある。コッホ現象が出現した際には、市町村にその旨を報
告するように市町村等が周知するとともに、市町村から保健所に必要な情報提供をするこ
とが望ましい。また、医療機関の受診を勧奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けら
れるようにすることが適当である。被接種者が適切な対応を受けられるよう、コッホ現象
が発現した際の適切な対応方法を医療従事者に周知するとともに、住民に対してもコッホ
現象に関する正確な情報を提供する必要がある。 

４ 国においては、予防接種に用いるＢＣＧについて、円滑な供給が確保されるよう努める
ことが重要である。 

第三 医療の提供 
一 基本的考え方 
１ 結核患者に対して、早期に適切な医療を提供し、疾患を治癒させ、周囲への結核のまん
延を防止する。また、罹患率が順調に低下している中で、低まん延国化に向けて、潜在性
結核感染症の者に対して確実に治療を行っていくことが、将来の結核患者を減らすために
重要である。 

２ 結核患者の多くは高齢者であり、高齢者は身体合併症及び精神疾患を有する者が多いこ
とから、結核に係る治療に加えて合併症に係る治療も含めた複合的な治療を必要とする場
合があるため、治療形態が多様化している。また、結核患者数の減少により、結核病床の
病床利用率が低下し、結核病棟の維持が困難となり、医療アクセスの悪化している地域が
ある。そのため、患者を中心とした医療提供に向けて、病床単位で必要な結核病床を確保
すること、結核病床及びその他の病床を一つの看護単位として治療を行うこと等により医
療提供体制の確保に努める必要がある。 

３ 医療提供体制の確保に当たっては、都道府県域では、標準治療のほか、多剤耐性結核や
管理が複雑な結核の治療を担う中核的な病院を確保すること、地域ごとに合併症治療を主
に担う基幹病院を実情に応じて確保すること並びにそれらの中核的な病院及び基幹病院
並びに結核病床を有する一般の医療機関が連携し、結核患者が身近な地域において個別の
病態に応じた治療を受けられる地域医療連携体制を整備することが重要である。また、中
核的な病院での対応が困難な結核患者を受け入れ、地域医療連携体制を支援する高度専門
施設を国内に確保することが重要である。国は、低まん延国化を達成した後の結核の医療
提供体制のあり方について、検討するものとする。 

４ 重篤な合併症患者等については、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関など、中
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